平成27年度第２回大阪府立学校結核対策審議会
日　　時：平成28年２月５日（金） １４:００～１６：００
場　　所：府教育センター　別館４階第８研修室
出席状況：８名（中村会長、高鳥毛委員、荘田委員、武本委員、土居委員、田邉委員、松本委員、木戸委員）
事務局　大阪府教育委員会教育振興室保健体育課長　植山
主任指導主事　澤田
指導主事　本田
１　開会
２　挨拶　　大阪府教育委員会教育振興室保健体育課長　
３　報告事項
（１）平成27年度府内公立学校での結核検診実施状況（小学生・中学生）について
　　　【事務局より説明】
　　　　市町村教育委員会に市町村立学校小中学生の7月31日現在の状況調査を行った。調査結果から、下記について事務局が説明。

・定期健康診断における患者発見は無いこと

　　　・精密検査要検討者数、受検者数、受検率、精検対象者における結核高まん延国住歴該当

者数
　　　・精検受検項目内「その他」は全て「診察」であり、「QFT」を実施している市町村はなか
った。
委員A：精密検査対象の検討を行った後、「異常なし」となるまでのプロセスについては、結
核対策委員会を設置している市町村と設置していない市町村では異なるかと思う。
そのプロセスがどのように決められたのか、それぞれの市町村でプロセスが同じな
のかどうか教えてほしい。精検要検討者は問診票により決まるが、高まん延国該当
者が多いのか、それとも季節性によって市町村にばらつきがでるのか。例えば、同
じ人口の母数に要検討者数が合っていない。調べ方に問題があるのか、他のバイア
スがあるのかどうか教えてほしい。
事務局：各学校においては、文科省冊子「結核対策マニュアル」のチャートに沿って行っていることとしているかと思う。ただし、委員Aがお話をされたように、対策委員会において精密検査対象者を検討している市町村、問診票において学校医が判断している市町村それぞれで変わってくるかと思う。
委員A：せっかく精検要検討者として問診票で拾いだしても、その中の「異常なし」と判定
するプロセスがうまくいっておらず、間違って「異常なし」とした場合、高まん延
地帯である大阪府においては大変なこととなる。事務局と各市町村で精度確認がで
きているか確認してほしい。
　　委員A：市町村の精密検査対象の検討がマニュアルに沿って同じように行われているが、市
によって人数が大幅に異なる。たまたま風邪が流行っていた時期なのか、前々から
質問しているが、再度伺いたい。
事務局：時期については、学校保健安全法に定められた４月１日から６月３０日までの期間にて実施している。要検討者数が多い市町村においては、結核高まん延国居住歴該当者が多いことも関係しているものと思われる。
　　委員A：資料を再度みていただきたい。ある市の要検討者数は他市の1.5倍であり、事務局
の説明では、精密検査対象の人数が10倍ほど多い理由とはなっていない。
事務局：事務局において、市町村の状況を全て把握しているわけではない。審議会終了後の市町村との情報交換会の中で、伺ってみたい。
委員A：私自身、日本学校保健会冊子「児童生徒等健康診断マニュアル」の改訂を行う委員
のメンバーもやらせていただいた。他の委員と共に、市町村によって保健調査票に
統合している場合、その精度が変わってくるのでいけないのではないかと文部科学
省にお話をした。大阪府は結核罹患率が高い地域であるので、洗い出しのところか
ら、対象者の絞り込みまで注意をしないと検診自体がざるとなってしまう。この点
について、事務局には再度強く認識いただき、精度をあげていただきたいと要望す
る。 
委員B：前回も確認したが、精検要検討者の総数が内訳を合算しても合わないというのは、
精検の結果が把握できていないのか、不明なのか、理由があるのか。
事務局：精査できていなかった。修正して、後日改めて送付する。
（２）府内の新登録結核患者の状況について
「新登録患者数・罹患率年次推移」、
「大阪府の年齢階級別新登録小児結核患者数の推移」

により、大阪府の結核新登録患者数・罹患率について府健康医療部から説明。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　委員A：小児結核の感染源は、従来は高齢者であったが、近年は核家族化が進んでいる。　　　

平成25年から26年の経年変化において、患者数それほど変わっていないとのことだが、感染経路や感染原因に変化があるのかどうか。家族内感染、特に高齢者の再発によって注意しなければならないのか、小児結核の具体的な感染対策について教えていただきたい。
委員C：施設内での感染はあまりなく、ほとんどが家族内感染である。高齢者からの接触歴
ももちろんあり、時折若い親が発症者となり子どもにもうつしているというパター
ンもあるが、家族内感染の方が多い印象はある。
委員D：この件に関し大阪市のデータをご報告したいがよいか。平成20年から26年の７年
間で14才以下の患者数は合計14人の発生があり、このうち10人は感染源が明ら
かとなっている。この10名のうち９人が同居家族、そのうちの５名が母、３名が父
であった。感染源が判明しているほとんどが同居家族によるもので、かつ両親の平
均年齢は30～40才である。やはり小児結核の感染源としては同居家族、特に両親
が確率的に高い。大阪市では、平成20年から感染源が判明している母集団の中では
発病をした事例はない。
　　委員A：両親が結核高まん延国の人なのか、もともと日本に住んでいる人なのか、それとも
　　　　　　海外から来た人なのか教えて欲しい。
　　委員D：感染源が判明している10人のうち３人は海外である。
　　委員A：小児結核の場合、感染源は同居家族で国内外を問わず可能性はあるということです
ね。
　　委員D：そうですね。小児結核を減らすために一番重要なことは、感染源の早期発見かと思
う。感染源が判明している10例は発見の遅れで、発病から診断までが３ケ月以上か
かっている事例ばかりで、全員に咳があり肺の空洞があり、半数ほどは喀痰塗抹も
（３+）という状況である。つまり、発見の遅れがあって、重症化して発見された場
合、同居家族が感染源であるという状況であった。
　　委員E：本院では、定期外健診ではLTBIにて予防内服している患者が年間40～50例ある。
ここ４、５年で感染源について調べた内容があるが、委員Dの話にあったように、
判明している感染源はほとんどが同居家族である。
　　委員D：LTBIについては、14才以下の数はずいぶん減ってきている。やはり罹患率が減っ
たというのも大きな影響があるのではないか。特に、20～30才代の罹患率は大きく
下がっている。
（３）平成27年度府内公立学校結核発生状況について
「府立学校児童生徒の発生状況」、について事務局から説明。

　　委員B：接触者検診は保健所ではなく、病院にて検診を受けて分かったのか。病院へ委託し
ているのか自己受診なのか。
　　委員D：通常は、「家族が結核である」との連絡を保健所が受ければ、保健所で接触者検診を
行うかどうか検討し、大抵の場合は家族に対して接触者検診の案内をするというこ
とになるかと思う。ケースによっては家族が入院をしたことによって、そのまま一
緒に受診するということも無いわけではないが、ほとんどが保健所の指示に従って
検診を受けるということになる。これは、塗抹も培養も陰性であれば通常通り通学
しても構わないが、菌が陽性になるということであれば通学をどうするかというの
は検討事項になる。親から子どもに感染した可能性が最も高いと思われるが、もし
かしたら他の人間から感染するということも大阪市では考えられるため、感染源追
求として保健所から学校に問い合わせがあることもある。ここ２年程の間に、結核
患者が発生していないかどうか感染源追求という意味で問い合わせをしたり、調査
に入ることもあり、そのような時に、学校にはきちんと対応いただけたらありがた
い。
　　委員C：本児は、塗抹・培養とも陰性であったので問題はなく、保健所での接触者検診を受
けて病院に紹介があった形かと思う。
　　委員B：病院が実施することは費用、委託券の問題がある。接触者健診は保健所の費用、つ
まり公費で行っているので、病院にお金をだして実施することは通常はない。
　委員D：保健所は勧告書をだして実施する。
　委員A：排菌状況（－）とあるが、できたら再掲にあるように、喀痰と塗抹培養で（－）な
のか、怠って（－）なのか、保健所が入り接触者健診を実施しているのであれば、
確認してやっていただいた方が良いのではないか。
委員C：本児は、三連痰にて（－）であった。
委員A：最近は、保険点数を削るために三連痰が削られている。
委員B：塗抹培養の三連痰は、あまり削られないかと思うが。
委員D：医療機関への指導では、初回は塗抹培養三連痰でお願いすることとなっている。た
だし、PCRについては１回だけという風にお願いをしている。PCRは、２回３回
と実施すると削られるが、ほとんどの病院においては塗抹培養の三連痰は削られな
いかと思う。大阪市のデータでは、ほとんどの患者が初回に三連痰を行っており、
医療機関に聞いても特に削られた話は聞いていない。
委員D：国の方の指導で菌検査は三連痰となっているので、国の医療基準で菌検査は初回三
連痰となっている。
委員E：この症例は「BCG接種歴なし」とあるが、QFTのデータはあるのか。
　　事務局：学校からの情報からはない。
　　委員E：PCRという手もあるが、培養は日にちが少しかかるため、高校生であればQFTを
みてはどうかと思ったのだが。
　　委員C：本児は、CTを行って陰影があり診断をしている。
　　委員E：CTで影があるだけでは何の影かは分からない。BCGの接種歴がなく高校生だとツ
ベルクリン反応を実施してもよいが、QFTが有用である。
　　委員C：QFTは本児のみ陽性でおそらくCTで影があって診断がついて治療となった。
　　委員D：結核菌が特に出ない場合は、保因者についてはこのQFTやTスポット、イグラ検
査が非常に有用だと思う。
４　閉会　
